
新規評価マニュアルの変更について

○土地改良総合整備事業［産業活性化］



評価マニュアルの変更 （農地整備課）

事業区分 事業名 主な変更点 変更理由

○事業名の変更

現　行： 土地改良総合整備事業
　　　　　　　　　↓
変更案： 経営体育成基盤整備事業

土地改良総合整備事業の制度が、経営体育
成基盤整備事業に統合されたため事業名の変
更を行いたい。

○評価視点：位置付け

『統合』
　・農地の高度利用
　・指定作物の拡大
　　　　　　↓
　・農地の高度利用

これまで農地の高度利用「耕地利用率の向
上」と指定作物の拡大「麦・大豆・飼料作物
の作物率向上」は、別々に評価していたが、
本県の耕地利用率は１４４％で、麦・大豆・
飼料作物の作付率も６７％と他県に比べ高い
状況にある。
このため、２つの指標を統合し本県におけ

る耕地利用率を判断基準とする評価内容に見
直しを行いたい。

○評価視点：位置付け

『指標見直し』
　・経営規模の拡大

本県では、平成１９年度からの経営安定対
策により全水田の約６４％が担い手農家や集
落営農に集積されたことから、この実態を踏
まえた評価内容に見直しを行いたい。

土地改良総合整備事業産業活性化



　

○　産業活性化 　

(評価視点） （評価項目） （評価指標）

Ⅰ．位置付け
(県の施策や役割）

Ⅱ．必要性 ・ 効果
（現状 ・ 課題 ・ 効果）

Ⅲ．実施環境
（実施するための条件）

事業の効果

地元状況

他部局との調整

技術的可能性

コスト縮減策（定性評価）

生活環境対策（定性評価）

環境との調和に配慮（定性評価）

経済性・効率性

採択要件との適合

環境等

市町村及び受益農家の合意形成

関係法令 ・ 基準等との整合

関係機関との事前調整

維持管理体制の確保

事業推進体制の整備

受益者の負担能力

営農支援体制の整備

費用対効果（B／Ｃ）

産地としての集団的取り組み

明確な必要性

他の公共事業との連携

施設の機能

産地指定作物  （野菜 ・ 果樹）  の導入

【現　行】

事業の必要性

農業生産性の向上

経営規模の拡大

指定作物（麦 ・ 大豆 ・ 飼料作物）の拡大

各種計画との整合性 農業振興地域整備計画等

農業振興 農地の高度利用

土地改良総合整備事業



　

○　産業活性化 　

(評価視点） （評価項目） （評価指標）

Ⅰ．位置付け
(県の施策や役割）

Ⅱ．必要性 ・ 効果
（現状 ・ 課題 ・ 効果）

Ⅲ．実施環境
（実施するための条件）

産地指定作物  （野菜 ・ 果樹）  の導入

【変更（案）】

事業の必要性

農業生産性の向上

経営規模の拡大

各種計画との整合性 農業振興地域整備計画等

農業振興 農地の高度利用

費用対効果（B／Ｃ）

産地としての集団的取り組み

明確な必要性

他の公共事業との連携

施設の機能

採択要件との適合

環境等

市町村及び受益農家の合意形成

関係法令 ・ 基準等との整合

関係機関との事前調整

維持管理体制の確保

事業推進体制の整備

受益者の負担能力

営農支援体制の整備

コスト縮減策（定性評価）

生活環境対策（定性評価）

環境との調和に配慮（定性評価）

経済性・効率性

事業の効果

地元状況

他部局との調整

技術的可能性

経営体育成基盤整備事業



　

○評価視点：位置付け ○評価視点：位置付け

評価項目：各種計画との整合性 評価項目：各種計画との整合性

評価指標：農業振興地域整備計画等 評価指標：農業振興地域整備計画等

点数 点数

20 20

評価項目：農業振興

評価指標：農地の高度利用 評価指標：農地の高度利用

点数 点数

10 20

10

0

　 ※県平均値　１４４％（Ｈ１８統計データ）

評価項目：農業振興 評価項目：農業振興

評価指標：農業生産性の向上 評価指標：農業生産性の向上

点数 点数

15 15

 

評価項目：農業振興

評価指標：経営規模の拡大 評価指標：経営規模の拡大

点数 点数

20

10

0

　

評価指標：指定作物（麦・大豆・飼料作物）の拡大

点数 　

10

評　　価　　要　　素

県・市町村が定める農業振興地域整備計画ほか、県・市町村の総合計画等に事
業内容が位置付けられている。

評　　価　　要　　素

労働生産性の向上
（地区の主要作物
の労働時間の短

縮）

以下のいずれかの項目に該当すること。
 ・水稲であれば労働時間が事業実施後に２５hr/10a以下とな
る見込みがある。
・その他の作物であれば５０％以上短縮される見込みがある。

評　　価　　要　　素

計画の目標年次までに麦、大豆、飼料作物の延べ作付面積が地区水田面積の２
５％以上を占める見込みがある。

評　　価　　要　　素

事業実施後において、耕地利用率の増加が見込めない

評価項目：農業振興

計画の目標年次までに担い手の経営農地面積が概ね４０％以上増加するか、ま
たは、担い手の経営農地面積が地区内全農地の２５％以上となる見込みがある。

20

【現　行】 【変更（案）】

県・市町村が定める農業振興地域整備計画ほか、県・市町村の総合計画等に事
業内容が位置付けられている。

評　　価　　要　　素

地区の耕地利用率が、事業実施前より１０％以上増加する見込みがある。

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

事業の実施により地区の耕地利用率が増加し、県平均値の利用率を上回る見込
みがある。

評　　価　　要　　素

事業の実施により地区の耕地利用率の増加は見込まれるが、県平均値までには
達しない。

労働生産性の向上
（地区の主要作物
の労働時間の短

縮）

以下のいずれかの項目に該当すること。
 ・水稲であれば労働時間が事業実施後に２５hr/10a以下とな
る見込みがある。
・その他の作物であれば５０％以上短縮される見込みがある。

評　　価　　要　　素

事業の実施により担い手が経営する農地面積が増加し、担い手への農地利用集
積率が県平均値を上回る見込みがある。

事業の実施により担い手が経営する農地面積の増加は見込まれるが、担い手へ
の農地利用集積率は県平均値までには達しない。

※県平均値　６４％（Ｈ１９．８時点）

事業実施後において、担い手への農地集積率の増加が見込めない。

統合
・耕地利用率１４
４％、麦・大豆・飼
料作物の延べ作
付面積６７％であ
る実態を踏まえ見
直しを行った。

見直し
・Ｈ１９からの経営
安定対策の導入
により、本県水田
の６４％が担い手
へ集積された。
　これを踏まえ評
価要素の見直し
を行った。

土地改良総合整備事業（産業活性化） 経営体育成基盤整備事業（産業活性化）

変更なし

変更なし

変更
・事業制度の変更
に伴う名称変更



評価指標：産地指定作物（野菜、果樹）の導入 評価指標：産地指定作物（野菜、果樹）の導入

点数 点数

15 15

評価指標：産地としての集団的取り組み 評価指標：産地としての集団的取り組み

点数 点数

10 10

○評価視点：必要性・効果 ○評価視点：必要性・効果

評価項目：事業の必要性 評価項目：事業の必要性

評価指標：明確な必要性  評価指標：明確な必要性  

点数 点数

30 30

評価項目：事業の必要性 評価項目：事業の必要性

評価指標：施設の機能  評価指標：施設の機能  

点数 点数

10 10

評価項目：事業の必要性 評価項目：事業の必要性

評価指標：他の公共事業との連携 評価指標：他の公共事業との連携

点数 点数

10 10

評価項目：事業の効果 評価項目：事業の効果

評価指標：費用対効果（Ｂ／Ｃ） 評価指標：費用対効果（Ｂ／Ｃ）

点数 点数

50 50

全ての更新施設が耐用年数以上となっているか、施設の機能低下が見受けられ
る。

地域農業の発展阻害要因が明確であり、その解消のために本事業を実施する必
要性が認められる

評　　価　　要　　素

当該地区を含む地域において、土地利用型作物の生産振興等について検討がな
されるなど、作付・生産を検討する協議が行われている。

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

他事業関連事業との連携を図るため、早急に本事業を実施する必要がある

費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

評価項目：農業振興

評価項目：農業振興

野菜指定産地、果樹濃密生産団地においては、その指定を受けた作物が導入さ
れる計画となっている。

評価項目：農業振興

評　　価　　要　　素

野菜指定産地、果樹濃密生産団地においては、その指定を受けた作物が導入さ
れる計画となっている。

評　　価　　要　　素

評価項目：農業振興

当該地区を含む地域において、土地利用型作物の生産振興等について検討がな
されるなど、作付・生産を検討する協議が行われている。

評　　価　　要　　素

地域農業の発展阻害要因が明確であり、その解消のために本事業を実施する必
要性が認められる

評　　価　　要　　素

全ての更新施設が耐用年数以上となっているか、施設の機能低下が見受けられ
る。

評　　価　　要　　素

他事業関連事業との連携を図るため、早急に本事業を実施する必要がある

評　　価　　要　　素

費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし



○評価視点：実施環境 ○評価視点：実施環境

評価指標：市町村及び受益農家の合意形成 　 評価指標：市町村及び受益農家の合意形成 　

点数 点数

15 15

評価指標：受益者の負担能力 評価指標：受益者の負担能力

点数 点数

15 15

評価項目：地元状況 評価項目：地元状況

評価指標：事業推進体制の整備  評価指標：事業推進体制の整備  

点数 点数

10 10

評価項目：地元状況 評価項目：地元状況

評価指標：維持管理体制の確保  評価指標：維持管理体制の確保  

点数 点数

10 10

評価項目：地元状況 評価項目：地元状況

評価指標：営農支援体制の整備  評価指標：営農支援体制の整備  

点数 点数

10 10

評価項目：他部局との調整 評価項目：他部局との調整

評価指標：関係機関との事前調整 評価指標：関係機関との事前調整

点数 点数

10 10

市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合は所得
償還率≦０．４

市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合は所得
償還率≦０．４

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

事業推進協議会が設立されているか、もしくは土地改良区の総会又は総代会にお
いて事業推進に関する決議が得られている

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

維持管理について、予定管理者の同意が得られている

評価項目：地元状況

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

農協、普及センター等を含めた営農支援体制が整っている

施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川管理者、道路
所有者等との協議において基本的事項が確認されている

評　　価　　要　　素

維持管理について、予定管理者の同意が得られている

評　　価　　要　　素

関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得られている

事業推進協議会が設立されているか、もしくは土地改良区の総会又は総代会にお
いて事業推進に関する決議が得られている

評価項目：地元状況

評価項目：地元状況

関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得られている

評　　価　　要　　素

評　　価　　要　　素

評価項目：地元状況

農協、普及センター等を含めた営農支援体制が整っている

施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川管理者、道路
所有者等との協議において基本的事項が確認されている

評　　価　　要　　素

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし



評価項目：技術的可能性 評価項目：技術的可能性

評価指標：関係法令・基準等との整合 　 評価指標：関係法令・基準等との整合 　

点数 点数

10 10

評価項目：技術的可能性 評価項目：技術的可能性

評価指標：採択要件との適合 評価指標：採択要件との適合

点数 点数

10 10

評価項目：技術的可能性 評価項目：技術的可能性

評価指標：経済性・効率性 評価指標：経済性・効率性

点数 点数

10 10

評価項目：環境等 評価項目：環境等

評価指標：生活環境対策　　　　　　　：定性評価 評価指標：生活環境対策　　　　　　　：定性評価

評価指標：コスト縮減策　　　　　　　　：定性評価 評価指標：コスト縮減策　　　　　　　　：定性評価

評価指標：環境との調和に配慮　　　：定性評価

評　　価　　要　　素

事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている

事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合している

評　　価　　要　　素

工法は妥当性のあるもので、関係法令、基準等に適合している

評　　価　　要　　素 評　　価　　要　　素

工法は妥当性のあるもので、関係法令、基準等に適合している

評　　価　　要　　素

事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合している

評　　価　　要　　素

事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている

評価指標：環境との調和に配慮　　　：定性評価

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし


